
人口減少下の行政・地方自治分科会（第 26 期、第 7 回） 

議事要旨 
 
Ⅰ 日時・場所 
2026 年 9 月 13 日（日）16 時 30 分～17 時 30 分、オンライン 
 
 
Ⅱ 出席者  
出雲明子、伊藤正次、入江容子、岩永理恵、北山俊哉、嶋田暁文、城山英明、原

田久、牧原出（あいうえお順、敬称略） 
 
 
Ⅲ 議事 
 
１ 自治体学会との共催シンポジウムの振り返りについて 
・本分科会と自治体学会が共催したシンポジウム「自治体の人手不足～その現状

と対応方策～」（2026 年 9 月 13 日（日）13:30-16:15）について、嶋田連携会

員から、シンポジウムの参加者は 118 名であったことが報告された。 
・シンポジウムの振り返りとして、登壇者の嶋田連携会員、入江連携会員から感

想・コメントがあった。次いで、シンポジウムに参加した北山連携会員、城山

会員、岩永連携会員及び伊藤連携会員から感想・コメントがあった。 
 
２ 日本学術会議の動向、次期分科会のあり方、第 26 期の振り返り等について 
・城山会員より、日本学術会議の法人化に伴う次期の会員・連携会員の選出スケ

ジュールや分科会に関する見通し等について発言があり、意見交換を行った。

そこでは、今後、他分野や学際的な分野の会員・連携会員と連携して学術活動

を展開していく方向性についての発言があった。 
・第 26 期の本分科会の活動について、各会員・連携会員から発言があり、意見

交換を行った。岩永連携会員の参加によって狭義の行政学・地方自治論にとど

まらない視点が加わり、学際的な広がりのある活動ができたという発言や、関

係学会との共催シンポジウムは、特にこれをオンラインで開催することで一

般の参加者が参加しやすい仕組みとなると評価する発言、他方で共催シンポ

ジウムの企画に対して各種制約があるといった発言等があった。 
・2027 年度日本行政学会との共催に向けて、同学会企画委員会と緊密に連携し

つつ、企画の準備を進めることが確認された。 
 

    以上 


